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豊川市 
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豊川市・小坂井町合併協議会 

平成２８年１２月変更 

豊川市 
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○ 計画の期間 

本計画は、合併年度の平成 21年度及びこれに続く 15年度間である平成 21年度から 36令和

６年度までの計画期間とします。 

なお、合併推進債の発行可能期間に実施設計に着手する事業のうち、最も遅く完了する本庁

舎等の整備は令和６年度に基本設計・実施設計に着手し、令和 13年度に完了予定としていま

す。このため、財政計画については、計画期間を令和 13年度まで定めることとします。 

○ 計画の期間 

本計画は、合併年度の平成21年度及びこれに続く15年度間である平成21年度から36年度まで

の計画期間とします。 

Ｐ22 

④ 消防体制の充実 

防火意識の啓発を進め、消防施設や設備の充実を図ることで消防力を強化し、消防団や市民

と協力して消防体制を充実させることで、火災等の災害から市民の暮らしを守ることのできる

まちをつくります。 

消防庁舎整備については、令和５年度に実施設計を行い、整備工事の完了を令和８年度の予

定としています。 

消防庁舎整備にあたっては、平成 25年３月に定めた「豊川市消防力適正配置検討委員会報

告書」及び令和４年２月に定めた「豊川市消防署本署庁舎整備基本計画」に基づき、建設・整

備・統合等を進めていきます。 

消防団長沢分団詰所整備については、令和６年度に実施設計を行い、解体工事を含めた整備

工事の完了を令和８年度の予定としています。 

④ 消防体制の充実 

防火意識の啓発を進め、消防施設や設備の充実を図ることで消防力を強化し、消防団や市民

と協力して消防体制を充実させることで、火災等の災害から市民の暮らしを守ることのできる

まちをつくります。 
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① 健康づくりの推進 

市民の日常生活における健康づくりを推進するため、健康診査の充実や心や体の健康問題に

関する各種相談事業の充実を図ることで、市民自らが積極的に健康管理を行い、誰もが元気よ

く生き生きと暮らすことのできるまちをつくります。 

総合保健センター（仮称）整備については、令和５年度に実施設計を行い、整備工事の完了

を令和７年度の予定としています。 

総合保健センター（仮称）整備にあたっては、平成 27年６月に定めた「豊川市公共施設適

正配置計画」及び令和４年３月に定めた「豊川市総合保健センター（仮称）基本計画」に基づ

き、建設・整備・統合等を進めていきます。 

① 健康づくりの推進 

市民の日常生活における健康づくりを推進するため、健康診査の充実や心や体の健康問題に

関する各種相談事業の充実を図ることで、市民自らが積極的に健康管理を行い、誰もが元気よ

く生き生きと暮らすことのできるまちをつくります。 
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③ 子育て支援の推進 

子どもが健やかに育つように、保育サービスの充実や児童館等の整備、子育て教室や育児相

談の充実、子育て経費の軽減を図るなど、安心して子どもを生み育てることのできるまちをつ

くります。 

保育所（睦美）建設については、令和６年度に実施設計を行い、整備工事の完了を令和８年

度の予定としています。 

民間保育所（麻生田・諏訪）の建設支援については、令和６年度に実施設計を行い、整備工

事の完了を令和７年度の予定としています。 

保育所建設及び民間保育所建設支援については、令和３年３月に定めた「第２期豊川市保育所

整備計画」に基づき、建設・整備・統合等を進めていきます。 

③ 子育て支援の推進 

子どもが健やかに育つように、保育サービスの充実や児童館等の整備、子育て教室や育児相談

の充実、子育て経費の軽減を図るなど、安心して子どもを生み育てることのできるまちをつくり

ます。 
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表 主要事業 

主要事業 事業の内容 

健康づくりの推進 健康診査の実施 

健康指導の実施と健康相談の充実 

健康づくり意識の啓発 

総合保健センター（仮称）の整備 

地域医療体制の整備 新市民病院の整備 

１次救急医療の充実 

子育て支援 

 

保育所の改築整備 

保育サービスの充実 

児童館の整備 

子育て経費の軽減 

高齢者福祉の充実 介護予防と自立支援の実施 

生きがいある環境の提供 

生涯学習事業の充実 

障害者福祉の充実 

 

障害者の生活・就労支援 

障害者サービスの充実 

ひとり親家庭への自立支

援 

ひとり親家庭の生活・就労支援 

 

 

表 主要事業 

主要事業 事業の内容 

健康づくりの推進 健康診査の実施 

健康指導の実施と健康相談の充実 

健康づくり意識の啓発 

 

地域医療体制の整備 新市民病院の整備 

１次救急医療の充実 

子育て支援 

 

保育所の改築整備 

保育サービスの充実 

児童館の整備 

子育て経費の軽減 

高齢者福祉の充実 介護予防と自立支援の実施 

生きがいある環境の提供 

生涯学習事業の充実 

障害者福祉の充実 

 

障害者の生活・就労支援 

障害者サービスの充実 

ひとり親家庭への自立支

援 

ひとり親家庭の生活・就労支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｐ27 

③ 道路交通網の充実 

市街地の混雑を緩和し、機能的な道路網を確保するため、幹線道路網と接続道路の整備を進

めるとともに、市道の改良拡幅、交差点改良、歩道の設置や橋りょうの整備を進めることによ

り、道路交通の円滑化が図られ、安心して通行できる道路環境が整備されたまちをつくりま

す。 

都市計画道路伊奈美和通線整備については、令和４年度に行った実施設計に基づき、令和 10

年度の整備完了を予定しています。 

都市計画道路上宿樽井線整備については、令和２年度に行った実施設計に基づき、令和８年

度の整備完了を予定しています。 

都市計画道路城跡市役所線整備については、平成 30年度に行った実施設計に基づき、令和

７年度の整備完了を予定しています。 

愛知御津駅周辺まちづくり整備については、令和５年度から令和８年度にかけて実施設計を

行い、令和 11年度の整備完了を予定しています。 

③ 道路交通網の充実 

市街地の混雑を緩和し、機能的な道路網を確保するため、幹線道路網と接続道路の整備を進め

るとともに、市道の改良拡幅、交差点改良、歩道の設置や橋りょうの整備を進めることによ

り、道路交通の円滑化が図られ、安心して通行できる道路環境が整備されたまちをつくりま

す。 
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① コミュニティ活動・市民活動の推進 

コミュニティ施設等の整備充実と、ボランティア・市民活動団体や町内会といった市民活動

の自主性・自立性を尊重した支援を図ることにより、コミュニティ活動や市民活動が活発に行

われ、市民が主体となるまちをつくります。 

地区市民館（睦美）の解体については、令和６年度に実施設計を行い、事業完了を令和７年

度の予定としています。 

地区市民館（三蔵子）の整備については、令和６年度に実施設計を行い、解体工事を含めた

整備工事の完了を令和７年度の予定としています。 

地区市民館（千両）の整備については、令和６年度から令和７年度にかけ実施設計を行い、

解体工事を含めた整備工事の完了を令和９年度の予定としています。 

地区市民館整備については、平成 29年６月に定めた「豊川市地区市民館適正配置方針」及

び令和３年６月に定めた「豊川市地区市民館営繕計画 第２期」に基づき、建設・整備・統合

等を進めていきます。 

① コミュニティ活動・市民活動の推進 

コミュニティ施設等の整備充実と、ボランティア・市民活動団体や町内会といった市民活動

の自主性・自立性を尊重した支援を図ることにより、コミュニティ活動や市民活動が活発に行

われ、市民が主体となるまちをつくります。 
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公共施設の統合整備は、合併後速やかに行うものとしますが、統合整備にあたっては、住民

生活に急激な変化を及ぼさないよう配慮するとともに、地域住民の意向を反映する中で、現有

の公共施設の有効活用に努め、新市の一体性の確保、地域特性や地域間の均衡、財政事情等考

慮しながら、効率的な統合整備を図ります。 

一宮地区の公共施設の再編整備について、令和６年度に実施設計を行い、解体工事を含めた

整備工事の完了を令和 10年度の予定としています。 

なお、一宮地区公共施設再編整備については、令和５年３月に定めた「一宮地区公共施設再

編整備基本計画」に基づき、建設・整備・統合等を進めていきます。 

本庁舎等の整備について、基本設計・実施設計を令和６年度に着手し、解体工事を含めた整

備工事の完了を令和 13年度の予定としています。 

なお、本庁舎等整備については、令和５年９月に定めた「豊川市本庁舎等整備基本構想」に

基づき、建設・整備・統合等を進めていきます。 

公共施設の統合整備は、合併後速やかに行うものとしますが、統合整備にあたっては、住民

生活に急激な変化を及ぼさないよう配慮するとともに、地域住民の意向を反映する中で、現有

の公共施設の有効活用に努め、新市の一体性の確保、地域特性や地域間の均衡、財政事情等考

慮しながら、効率的な統合整備を図ります。 
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財政計画は、過去の財政状況や現在の財政制度を参考に、将来の歳入・歳出について推計し

たものです。 

策定に当たっては、過去の実績を踏まえて費目ごとに見積もった歳入・歳出額を基礎とし

て、合併に対する財政支援措置や歳出の削減など合併に伴う効果を見込んでいます。 

また、財政計画は普通会計ベースで推計しており、企業会計（上水道、下水道、病院）、特

別会計（下水道、土地区画整理事業等）において、固有の歳入（料金収入等）で賄われる経費

については含まれていません。 

なお、費目ごとの計画作成における留意点は以下のとおりです。 

※平成２２年度から平成２７令和４年度までの数値については、決算額を記載しています。 

 

 

○ 地方税 

平成２８令和５年度予算額を基本として、過去の実績や今後の税制改正を見込み、現行制度

に基づいて推計しています。 

 

○ 地方譲与税 

平成２８令和５年度予算額を基本として推計しています。 

 

○ 地方交付税 

平成２８令和５年度予算額を基本として、市税収入等の増減額を加味したうえで、現行の交

付税制度に基づき、平成２９年度以降については段階的縮減期間における減額を見込んで推計

しています。 

 

○ その他交付金 

 平成２８令和５年度予算額を基本として、今後の税制改正を見込んで推計しています。 

 

○ 国庫支出金、県支出金 

平成２８令和５年度予算額を基本として、過去の実績や扶助費及び普通建設事業費相当分を

歳出推計の増減率により見込み推計しています。 

 

○ 地方債 

各年度について、新市基本計画に登載される事業に充てられる地方債を見込み、年間３５億

円として推計しています。 

 

○ その他の費目 

平成２８令和５年度予算額を基本として推計しています。 

財政計画は、過去の財政状況や現在の財政制度を参考に、将来の歳入・歳出について推計し

たものです。 

策定に当たっては、過去の実績を踏まえて費目ごとに見積もった歳入・歳出額を基礎とし

て、合併に対する財政支援措置や歳出の削減など合併に伴う効果を見込んでいます。 

また、財政計画は普通会計ベースで推計しており、企業会計（上水道、病院）、特別会計（下

水道、土地区画整理事業等）において、固有の歳入（料金収入等）で賄われる経費については

含まれていません。 

なお、費目ごとの計画作成における留意点は以下のとおりです。 

※平成２２年度から平成２７年度までの数値については、決算額を記載しています。 

 

 

○ 地方税 

平成２８年度予算額を基本として、過去の実績や今後の税制改正を見込み、現行制度に基づ

いて推計しています。 

 

○ 地方譲与税 

平成２８年度予算額を基本として推計しています。 

 

○ 地方交付税 

平成２８年度予算額を基本として、市税収入等の増減額を加味したうえで、現行の交付税制

度に基づき、平成２９年度以降については段階的縮減期間における減額を見込んで推計してい

ます。 

 

○ その他交付金 

 平成２８年度予算額を基本として、今後の税制改正を見込んで推計しています。 

 

○ 国庫支出金、県支出金 

平成２８年度予算額を基本として、過去の実績や扶助費及び普通建設事業費相当分を歳出推計

の増減率により見込み推計しています。 

 

○ 地方債 

各年度について、新市基本計画に登載される事業に充てられる地方債を見込み、年間３５億

円として推計しています。 

 

○ その他の費目 

平成２８年度予算額を基本として推計しています。 
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○ 扶助費 

平成２８令和５年度予算額を基本として、過去の実績を踏まえ将来にわたり増加していくも

のと仮定して推計しています。 

 

○ 公債費 

平成２７令和４年度までに発行した地方債に係る元利償還金を基礎として、平成２８令和５

年度以降に発行する予定である地方債に係る元利償還金を見込んで推計しています。 

 

 

○ 物件費 

平成２８令和５年度予算額を基本として推計しています。 

 

○ 補助費等 

平成２８令和５年度予算額を基本として、過去の実績を見込んで推計しています。 

 

（中略） 

 

○ その他の費目 

平成２８令和５年度予算額を基本として、過去の実績を見込んで推計しています。 

 

○ 扶助費 

平成２８年度予算額を基本として、過去の実績を踏まえ将来にわたり増加していくものと仮

定して推計しています。 

 

○ 公債費 

平成２７年度までに発行した地方債に係る元利償還金を基礎として、平成２８年度以降に発

行する予定である地方債に係る元利償還金を見込んで推計しています。 

 

 

○ 物件費 

平成２８年度予算額を基本として推計しています。 

 

○ 補助費等 

平成２８年度予算額を基本として、過去の実績を見込んで推計しています。 

 

（中略） 

 

○ その他の費目 

平成２８年度予算額を基本として、過去の実績を見込んで推計しています。 
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